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特集’ アジアのエネルギー情勢と環境問題

中国の環境政策に関する一考察
AStudyonthePolicyofEnvironmentalProblemsinChina

秋吉祐子＊

YuukoAkivoshi
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中国は，二桁の急成長（1992,93年は続けて13%に

達する）を続ける経済と，全国的規模で，しかも日増

しに進む環境破壊の中に置かれている．中国は広大な

面積を持っており，大気，河川や海の水が自国のみな

らず他国へ影響を及ぼす．今年夏には環境庁が酸性雨

の調査結果を発表し，日本海側の酸性雨と中国や韓国

などの汚染物質との関連性を示した!)．中国政府もこ

のような事態を公式にみとめるようになった2)．以下，

中国の公害・環境破壊の現状はどのようであり，中国

政府はそれに対してどのような対応をしているのか若

干の考察を試みたい．最後に中国の環境政策に関して

いくつかの問題点を提起したい．
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出所中国ハンドブック（1994年度版)．

図－1エネルギー消費量の構成比2．環境汚染の概況

本節では，大気，水質，土壌に影響を及ぼす排気ガ

ス，排水，廃棄物を中心にして近年の環境汚染の傾向

とその影響をざっと見てみたい．

2.1排気ガス，大気汚染

中国は図－1が示すように1978年以降エネルギー消

費の70%～76%を石炭が占めている．硫黄分の多い石

炭（1％以上～3％前後，平均は13％強）を生産，

消費し，熱効率が極端に悪く，脱硫・集塵装置の普及

が著しく遅れているために排気ガスには二酸化硫黄

(SO2)などの硫黄酸化物が多く含まれている．煤煙，

粉塵の排出量も多い．これらの状況の近4年の傾向を

表したのが図－2である．煤煙はここ3年は若干の増

加傾向を示している．（91年の1314万,92年の1414万

トン,23年の1416万トン）二酸化硫黄の増加率は三者

のなかでは最も高い．（90年の1495万トン,91年には

1622万トン,92年には1685万トン,93年には1795万卜

０
０
０
０
０
０
０
０
０
０

０
０
０
０
０
０
０
０
０

８
６
４
２
０
８
６
４
２

１
１
１
１
１

蕊閣
一
一

磯■

…唖

U1990年1991年1992年1993年

煤煙排出量■（万トン)SO2排出量鶴（万トン）
粉塵排出量□（万トン）

(出所）1993年中国環境状況広報環境保護1994年7月

図_21990～1993年中国主要排気量

ンとなり，年平均伸び率は5.6％）将来において煤煙，

粉塵は制御可能であるが，二酸化硫黄は2000年には

2300万トンという世界で最も高い排出量になると予想

されている3)．粉塵は91年に下降を示したが（781万
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づつ減少している．(90年の708万トンが93年には622

万トン，年平均4％減少)．

廃水の量の面では近年減少傾向にあるが，日本を始

め公害先進国では排出が認められていない有害な有機

質の量は増加の傾向を示すものがかなりあり，その93

年の排出状況は以下のようである．重金属（水銀，カ

ドミウム，鉛，六価クロム）は前年比6.9％で1621ト

ン，砒素は前年比4.0%,907トン，石油類は前年比

0.7%,71,399トンである8).全国の河川の汚染物質

は浮遊物，アンモニア，過マンガン酸塩，酸化有機廃

棄物，揮発性フェノール，アンモニア性窒素，生物化

学的酸素要求量の高い物質，化学的酸素要求量の高い

物質などである．全国7大水系の半分では汚染が深刻

となり，特に准河，松花江，遼河，海河流域の汚染は

危険状態である3)8)9)．河川，湖沼，海の魚の病死や

種によっては絶滅が起こり，漁獲量が減少している．

92年には水質汚染によって死んだ淡水養殖魚は45,500

トン'0)93年には沿海の11.2万キロメートルのエビが汚

染され，12万トンの捕獲遼の減産となった8)といった

状況である．

2.3固体廃棄物，2次汚染

近年の工業固体排出量とその総合利用状況を示した

のが図－4である．工業固体廃棄物の量は91年（5.9億

トン）から92年（6.2億トン)，4％弱という若干の増

大があった．総合利用量は年々かなり増大している．

90年には1.7億トンで総合利用率は29%,91年には22

億トンで37％，92年には26億トン，93年には2.5億ト

ンで40％に達している．この時点でまだ半分以上は未

トンから579万トン)，92年（576万トン)，93年(617

万トン）と上昇傾向にある．海外経済協力基金調査団

の調査結果によると，大気汚染の最もひどいのは四川

省の重慶であり，硫黄酸化物と浮遊煤煙は日本の公害

最盛期1960年代前半のころの2倍の汚染度である4).

このように大気汚染が進行しているなかで，近年調査

研究が積極的に行われ，国際的研究も進められている．

最近公表された研究のなかに，通産省と慶応大学，中

国国家統計局の画期的な共同研究がある5)．ここでは

大気汚染状況を産業別に分析している．硫黄酸化物に

おいて日中を比較すれば，次のようになる．中国と日

本との排出量の差は：パルプ・紙・紙製品では中国は

日本の4.7倍であり，セメントは7.7倍，鉄鋼・同製品

は8.7倍，石炭多消費の電力は極めて高く17.8倍であ

る6)．通産省は黄河流域の硫黄酸化物の3割が九州に

飛来することを明かにしている7)．酸性雨は広がりつ

つあり,1980年代初頭は広東省，広西チワン族自治区，

四川省，貴州省の4省であったのが,90年代に入ると，

江西省，福建省，山東省にも拡大しており，さらにこ

の傾向は続くとみられている3)．

2.2排水，水質

排水の基本的特徴は図－3が示すところである．排

水排出量は90年から91年には減少するが(5%の減少，

354億トンから336億トン)，92年には増大し（367億ト

ン)，93年には若干減少する（356億トン）という推移

である．工業廃水の排出量は減少傾向であり，90年

(249億トン）から93年（220億トン）の3年間平均2

％強の減少率である．しかし2000年の廃水量は300~

320億トンに増加することが推測されている3)．工業

廃水中のCOD(化学的酸素要求量）は90年以降少し ０
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排出量■（百万トン）総合利用量□（百万トン）
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廃水排出量■（億トン）工業廃水排出量□(億トン）
工業廃水中COD排出量（×10万トン）

（出所）図－2に同じ．

図-31990年～1993年中国主要廃水量

（出所）図－2に同じ．

図-41990年～1993年中国工業固体排出量と総合利

用状況
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処理であること，これまでの未処理排出の残留を加え

ると，その2次汚染の被害は大きい．

全国のゴミ排気量（生活によるものも含む）は60億

トン近く，5万ヘクタールの土地を占拠し，2次汚染

の被害が進行している．2000年にはもっと多くなり，

耕地の占有と2次汚染はさらに進むと予想されてい

る3)．

2.4公害の人体への影響

近年，肺がん，呼吸器系疾患が増えている．93年の

状況は次のようである．農村地区の死亡率で最も高い

のは呼吸器系疾患によるものである．（26.5％）次に

高いのは悪性腫瘍である．（16.4％)8)これは農村また

は農町村企業（郷鎮企業）が汚染物を直接廃棄（タレ

流し）していることが主な原因である．廃水排ガス，

排ゴミの91年の排出量は工業排出・廃棄物のおよそ10

％に相当している3)．都市では悪性腫瘍のなかでも肺

癌が最も高い死亡率である.(18.5%)'8)重慶では肺癌

死亡率が73年以降毎年平均3％強で増えている11).

3．政府の環境問題への対応

本節では中国政府の環境問題に対する基本的認識を，

次に環境保全に関する政策の特徴を明かにしたい．

3.1環境汚染問題に対する基本的認識

中国政府の環境問題への取り組みは1972年ストック

ホルムで開かれた「国連人間環境会議」を出発点とし

ている．諸外国の環境政策・行政を参考にしながら中

国の環境保全に関する法律の制定，制度作り，人材養

成が進められてきた．政府は1980年代から環境保全を

国家の基本政策の一つとみなしている．中国共産党第

14回大会では環境保全を「1990年代の改革と発展の十

大任務」の一つにした12).このように国際的動きとと

もに始まった中国政府の環境保全へのアプローチは，

1992年6月のブラジルの国連環境会議で，その基本的

スタンスをさらに鮮明にした．それは次のような内容

である'恩~'3)．

1．人類は産業革命以来一方で輝かしい経済発展を遂

げたが，「工業化の過程における妥当でない処置」

によって「グローバルな環境汚染と生態破壊を招

いた．これが人類の生存と発展にとって現実的な

脅威となっている．生態環境を守り，持続的開発

を実現することがすでに全世界の差し迫った，困

難に満ちた課題となっている.」つまり「環境保

全は全人類の共通の課題である.」

2．「環境保全と開発は世界の平和，安定ときり離せ

エネルギー・資源

ない.」

3．「経済発展は環境保全とつり合いのとれたもので

なければならない.」

4．「グローバルな環境・開発問題の解決は，各国の

独立と主権の尊重を踏まえて行われなくてはなら

ない.」

5．「環境問題の処理に当たっては各国の現実的利益

と世界の長期的利益を合わせて配慮すべきである.」

6．「中国は経済を発展させる過程で，環境の保全を

非常に重視し，環境保全を基本的国策と定め，し

かもそのためにたゆまぬ努力をしてきた.」

中国は環境問題への対処にあたって歴史的・国際的

視点において諸外国の協力体制がとられること，各国

が対等な立場にあることを強調している．さらに次の

ような見解も加えられている．「歴史的に見れば，環

境問題は主に，先進工業国が工業化の過程で過度に天

然資源を消費し，大量の汚染物質を排出した結果であ

る．現在もなお，先進国は総量の点からも一人あたり

の水準からも，資源の消費と汚染物質の排出で発展途

上国を大幅に上回り，グローバルな環境悪化に主要な

責任を負っている．同時に，先進国は他の国々より大

きい経済力と進んだ環境技術を持っており，グローバ

ルな環境問題の解決により多くの義務を負うべきであ

る．先進国は発展途上国に新しい追加資金を提供し，

優遇条件で環境保全技術を移転すべきである．これは，

発展途上国に役立つだけでなく，先進国にとっても自

国の利益に合致する賢明な策である｣13).さらに，こ

のような国際協力関係が先進国主導と,ならないような

条件がつけられている．それは「各国の経済と社会の

発展段階が異なる以上，どの国にも自国の具体的国情

にもとづいて経済発展と環境保全の最良の方法を選ぶ

権利がある.」「この世界は多様な共同体である．ある

種の政治・経済モデルを他国に押しつけようとするい

かなるやり方も，この『パートナーシップ』の基礎を

根本から弱体化させることになろう．」'3）要するに中

国は"中国を含む開発途上国の環境保全に必要とされ

る資金，技術は先進国から供与されて当然である．し

かもそれは受けての途上国の要求に基づいてである”

との強硬な姿勢を示している．

以上から，中国政府の環境問題への基本的認識は次

のように要約できよう．環境悪化は進行しており，さ

らなる経済発展のためには環境保全は国政上重要な課

題となる．そのためには多くの費用と各種の技術が必

要である．それらは自国の能力だけでは調達は困難で

－54－
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ある．したがって工業先進国からの供与，協力を“歴

史の必然性”あるいは"当然の権利”として求める．

中国の環境保全は先進国の開発途上国に対する一種の

責任論の中で位置づけられている．

3.2中国の環境保全政策の概要とその特徴

中国政府が環境問題への取り組みに着手したのは既

述のように世界的に環境問題が注目されるようになっ

た時点と同時点であることに留意すべきである．日本

では公害問題が起き，社会問題となってからそれを担

当する行政官庁である環境庁が設立されたのであり，

それは1971年であった．中国は日本より2年後の，経

済発展優先路線がまだ生れない1973年から環境行政の

口火が開かれた．同年11月に「第1回環境保護会議」

が開催され，「国務院環境保護指導小組」（特別委員会）

が設けられた．日本および公害先進国をモデルに環境

行政作りが行われた．それは法体系から着手された．

79年に「環境保護法試行案」が制定された．80年代に

入ると次々と環境関連の法律が設定，公布された．

｢海洋環境保護法」（82年)，「水質汚染防止法」(84年)，

｢大気汚染防止法」（87年）と「環境保護法」（89年）

等の環境関連法．「大気環境質量基準｣，「海洋水質基

準｣，「地面水質環境基準」等300に近い環境基準,8

つの資源関連法，20以上の行政法規，160を越える各

種地方法規が公布された．環境行政は「国家環境保護

局」が84年に上記環境保護委員会の常設局として設置

することによって本格化した．国家レベルの環境政策

は国務院環境保護委員会が決定し，実務を国家環境保

護局が行う．地方政府（22省，3直轄市，5自治区）

はそれぞれ環境保護局をもっており，さらに下級行政

機関である市，区，県レベルの政府の下に環境部局が

設けられている．それぞれのレベルの環境行政機関は

上級の行政機関の指導，監督下にある．このように環

境行政機構は中央から地方に至るまでの組織が作られ

た'4~15).環境管理行政研究に携わる人材の育成も積極

的に進められ，その規模は世界的水準である．中央か

ら末端までの環境行政担当官の数は7万人を越え，全

国2000カ所に環境モニタリング・ステーションが置か

れている'4~15).

環境保護法に規定されている環境行政の基本方針は

｢3大政策｣，「3同時制度」と呼ばれるものである．

前者は環境行政全般の基本方針であり，環境汚染の

｢発生防止｣，「発生源企業に責任を持たせる｣，「環境

管理を強化する」である"~'5)．後者は環境に影響を与

える全ての建設プロジェクトは汚染およびその他の公
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害の防止施設を「同時に設計し｣，「同時に施工し｣，

｢同時に使用を開始する」という原則である'3~'ｲ)．さ

らに環境アセスメントによる規制も行われる．違反者

には操業停止や罰金を含む厳しい，公害先進国と類似

した制度が設けられている．

中国政府は1992年のリオデジャネイロの「国連環境

会議」にむけてさらに環境問題への積極的な取り組み

を開始した．90年から年間の環境状況を報告する「中

国環境状況広報」が出されるようになった．91年6月

には北京で発展途上国41カ国を招待した「発展途上国

環境開発閣僚会議」を開催し，「北京宣言」を発表し

た．ここでは3.1で延べたように途上国の環境保全に

対する「工業先進国の義務」を次のように強調した．

｢先進国が負う義務には環境保全費用だけでなく，か

つての行為の蓄積による悪影響を和らげるのに必要な

費用も含まれるべきだ．発展途上国も自発的意思を基

礎に資金を寄贈しなければならない.｣'6)このような先

進工業国から"最大限の支援を引出す”という姿勢を

全面に打ち出し，各種の具体的な環境保全の提案が出

された．つまり，中国は途上国の筆頭格を自認し，環

境保全の"あるべき方法”を国際社会に示したと言え

る．“あるべき方法”とは環境保全の実施にあたって

は先進工業国の資金力，技術力の提供を受ける，しか

も開発途上国の要求にもとづいて，という立場である．

環境保全活動を進めるために1992年以降次々と各種

の措置がとられている．同年8月には「中国2000年環

境と社会経済協調発展計画と措置」が出された．1992

年から2000年までの計画目標とそのための措置が出さ

れている．2000年時点の国民総生産が1980年価格で4

倍にするという国家計画のなかで環境保全に関する計

画数値とそれを達成するための具体的措置が出され

た'7)．93年3月には第8期全国人民代表大会が「環境

保護専門委員会」を作った．これは環境保全に関する

法律，制度の整備・拡充を目的とするものである18).

4月には国務院が「環境保護の執行検査強化」を要求

する通達を出し，環境保全の執行検査を厳格にし，違

法行為を厳しく取り締まるキャンペーンを始めた19).

そして5月には「工業汚染排出企業3000社」が公表さ

れた．これは中国の環境汚染の約70%を占める工業部

門の60％がこれらの企業によるものである，として公

害排出に対して警告が出された20)．94年の2月に開か

れた「全国環境保護活動会議」では「全国環境保護活

動要綱」（1993-1998）が出された．これは50項目から

なり，環境保全をより徹底化させるための具体的，包
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括的計画と措置が盛られている．上記2000年の計画数

値は上方修正され，より高い達成目標数値とそれに対

応するより徹底した措置が出された21)．この要綱に基

づいて，「1994年環境保護活動の要点」カミ示された21).

そして「1998年までの環境保護指標」を確定した")．

3月には北京で日本政府との間に「環境保護協力協定」

を結んだ23)．4月には「中国アジェンダ21」つまり

｢中国21世紀人口・環境・開発白書」が発表された．

これは政府が92年の国連環境会議の精神に基づいて作

成したものである．同白書は今後の国民経済・社会発

展中長期計画作成の指針となる．（次期第9次5カ年

計画・1996年～2000年,2010年計画のなかに反映され

る.)2‘)政府はさらに，「中国アジェンダ21優先事業計

画」を作成した．これは国際的協力の名のもとに，63

項目のプロジェクトがだされている．これらの事業に

よって，「中国の人口，環境，開発の差し迫った問題

が集中的に解決され，産業部門と広範な大衆の持続可

能な開発への参加意識と能力が高められ，中国の持続

可能な発展が促進されるとみられている．同時に，こ

れはアジア太平洋地域ひいては全世界の持続可能開発

にも役立つ｣24)と見なされている．同プロジェクトの

予算の60%を国内で賄い,40%を国際的に支援によっ

て賄われることが予定されている24)．国務院の高級諮

問機関として「中国環境・開発協力委員会」が設立さ

れた．これは約半数の外国人を含む環境問題の関係官

庁の閣僚及び有識者，専門家による委員会であり，政

府への提言をする機関である25)．5月には環境問題へ

の関心を引き起こすキャンペーン「94中華環境保護世

紀行」を行った．これは今年から毎年行う運動と発表

された”、7月には国連開発計画(UNDP)との共

催で「中国アジェンダ21高級国際円卓会議」が北京で

開催された")．以上のように，中国の環境保全を進め

る上でタ外国からの支援を得るために，外国を"取り

込んだ”各種の活動をはでに行なっているように見受

けられる．

次ぎに中国政府の環境保全への財政投資の傾向をみ

てみる．環境保全の投資源は1980年代以降増えている．

投資の対GNP比でみると，第6次5カ年計画計画

(1981年～85年）は0.56％，第7次5カ年計画（1986

~90年）は0.65%,現在進行中の第8次5カ年計画

(1991～95年）は0.85%～1.0%の目標値が設定されて

いる28).絶対額では1991年が111.1億元,1992年が118.3

億元，1993年が144.9億元7)と年々 増加している．こ

のように国家投資の増大傾向は認められるが，これら

エネルギー・資源

の額は明かに不充分である．日本が1970代初期から公

害対策に本格的に取り組み始め，公害投資額が急速に

増えた1980代の初期には対GNP比が1.3%前後になっ

た29)．同時期のアメリカが1.8％，旧西ドイツ1.85％，

フランスが1.1％前後である．中国では1.5％の投資が

必要30)との環境行政の責任者の指摘もある．中国の環

境汚染の深刻化を考慮に入れると，悪化を防ぐだけで

は1.0%,改善へ向かうには1.6%,基本的に改善され

るには2.4％～2.6％の投資が必要となる．との試算が

ある29)．

以上，中国政府の環境保全に対する姿勢を見てきた．

ここでその特徴を結論的に言えば次のようになる．中

国政府は国連を中心とした世界的に環境問題への本格

的な取り組みに着手した時期から環境問題への積極的

な姿勢を見せ始めた．そして国連の動きに連動して環

境保全へのアプローチを示してきた．つまり，国際関

係のなかで中国の環境問題に対処することである．も

ちろん自国の環境問題を克服する上で，自らの力を用

いることは当然である．しかし外国から得られる物を

最大限にしようとする意図は明白である．環境保全の

ための行政機関，法律，人事に関しては公害先進国に

ひけをとらない．将来計画案の提示，国際会議の開催，

各種のキャンペーンといった衆目の注意を引く，しか

し資金力を必要としない活動が環境汚染の激化に比例

するように活発化している．換言すれば，中国政府は

環境問題の深刻な状況が進むなかで，最大限の国際的

支援を獲得しながらそれを克服していこうとしている

ように思われる．

4．おわりに：若干の問題提記

3．で延べたように，中国政府は環境保全に関する

制度を公害先進国と匹敵するような内容にまで高めて

きた．開発途上国としては異例の対応である．しかし

ながら2で延べたように環境破壊は深刻化している．

その理由として幾つかの点が考えられる．

1．に，総じて国民の環境保全の意識が高くないこ

とである．したがって，企業の多くが，基準を無視し

て，排気・廃棄物を未処理のまま捨てる．基準を守ら

ない場合は，西側と同じように「汚染者負担」の原則

の下に罰金が支払われ，あるいは裏金などによって操

業が認められる．企業側は罰金を支払っても操業を続

けたいと言う3')．産業廃棄物処理業者の中には外国か

ら産業廃棄物および生活廃棄物も輸入している．一部

は解体されるが，大半は放置されており，環境破壊の
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原因となっている31).外資導入のためには外資系企業

に対し，「表向きは厳しい環境基準を要求するが，そ

れは目標値といったものであり，守らなくても，見て

見ぬふり｣4)という対応である．最も直接に被害を受

ける住民側は，所得が向上し，テレビ，ビデオ，冷蔵

庫といった高級品を手に入れる事ができた．このよう

な目先の物質的利益と公害が引き変えられていると言

う意識は持たないｲ)．

2．に，政府の環境保全資金の不足が上げられる．

中国は工業先進国が公害問題に対処し，環境保全を進

めた状況とは異なる時代的状況下にある．工業発展国

は日本のように高度経済成長が終わり，経済力を持っ

た時点で公害への対処が始まった．中国では高度経済

成長と公害問題が同時進行している．さらには，公害

先進国はまず産業公害が起き，次ぎに生活型．都市型

環境問題が起きたが，中国では2つの型の公害が同時

進行している")．したがって中国は先進工業国のよう

に経済的力が十分でない時点で，しかも多重の公害問

題に取り組みながら，同時に日本のような経済発展を

目指していることになる．このような困難な条件にお

いては環境保全のための資金が不足しているのは当然

であろう．しかしながらGNPの1%にも満たない投

資額では少なすぎる．中国のシンクタンクの調査によ

ると，中国の環境．生態系破壊による経済的損失は国

民総生産の7.8％に達する31)．外国からの資金供与を

受けるとしても3-2でのべたようにGNPの1%にも

満たない投資では中国の環境保全はできないことは明

かである．中国自体環境保全への投資額を大幅に増や

すことは現実の政策上の選択の問題ではないだろうか．

3．に，遵法精神の欠落があげられる．「上に政策

あれば，下に対策あり」の諺に象徴されるように，中

国人は「法の下」にあるのではなく，いわば｢法の上」

にある．先の外資系企業の環境規制の基準に対する建

て前と本音にみられるように，法の執行者の運用によ

り如何ようにも法律が解釈され，その存在すらなくな

ることもある．運用者の必要に応じて適用方法が異な

ってくる．したがって規制基準がいかに厳格であって

も容易に緩い解釈となり，形骸化される傾向が強い．

4．高度経済成長路線と産業構造の問題があげられ

る．中国の社会主義経済は重化学工業を軸とする経済

発展を目指してきた．これは高汚染型の産業構造であ

る．中国政府は，従来の工業発展国と同じように大量

生産．大量消費を求めている．1978年末以降の経済成

長の牽引力は全国の中小規模の農村・町村企業であり，
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汚染の規制が非常に難しい．このような高速度の経済

成長とその経済構造の質が変わらなく，環境保全への

投資が大幅に増えない限り，環境保全の技術的対策が

打たれていても，従来どおり局部的な改善効果しか期

待できないと思われる．「今，環境保全問題を重視し

なければ，将来，中華民族に多大な災難がもたらされ

るだろう｣33)は高度経済成長擁護の指導者の発言でも

ある．経済成長の速度を落とす事，経済発展の質的変

革がなければ，環境破壊が全国に広がることはそう時

間がかからないのではないか，との指摘もなされてい

る")．経済発展の構造変革では，中国経済のシステム

の抜本的な転換が求められよう．それは既存の産業構

造のなかで進められた高度経済成長路線から生じた農

村と都市の所得格差，農業・農村の疲弊といった問題

の解消が含まれるであろう．方向転換は早ければ早い

ほど，環境破壊をくい止め，環境保全にプラスとなる

のではないだろうか．

5．環境コストを十分に反映する経済システムがな

いこと．税金，公共料金においても，環境コストが反

映されていない．公害防除のための費用を公害発生後

の保障費用より低く設定している．公益事業料金が非

常に低く設定されている．公共料金の引き上げにより

エネルギー消費の量が減る可能性は諸外国ですでに経

験済みである．中国はその引き上げに対処してきては

いるが，まだ不十分である．抜本的価格改革が求めら

れているのではないだろうか34)．

6．公害産業が未発達であること．中国では工業先

進国から最新の公害防除機器を輸入したい意向の強い

ことがしばしば指摘されている．むしろ中国の実状に

あった機器やサービスの開発，製造，販売，さらには

輸出が望ましいのではないだろうか．これによって公

害防除産業が発達する鋤)．これは中国の産業構造の質

的変革の一要素にもなるのではないだろうか．
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応募資格：18～28才の若者で学生・社会人等資格・性別は問いません．

（ただし，日常会話レベルの英会話ができる人）

募集人員：20名（選抜された人には，研究費15万円を助成します）
応募締切：1994年12月20B(火）必着

主催／共催：世界エネルギー会議東京大会組織委員会・日本経済新聞社／電気学会・日本機械学会

i雪:二欝饗蕊驚鷲篝熱……
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